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１．令和3年度補正・令和4年度省エネ補助金概要

補助金の活用ポイント 補助金名
所管官庁・執行団体

※

参照
ページ

従来設備と比較して優れ
た省エネ設備への更新を
支援

省エネルギー投資促進支
援事業費補助金

一般社団法人環境共
創イニシアチブ

12P

空調・熱源機器・省CO₂
型換気などのCO₂削減す
る機器更新に活用

グリーンリカバリーの実
現に向けた中小企業等の
CO₂削減比例型設備導入
支援事業

環境省地球環境局地
球温暖化対策課地球
温暖化対策事業室

13P

業務用施設のZEB化・省
CO2化に資する高効率設
備等の導入

建築物等の脱炭素化・レ
ジリエンス強化促進事業

環境省地球環境局地
球温暖化対策課地球
温暖化対策事業室

14P

〈令和３年度補正省エネ補助金〉

所管官庁・執行団体※ 執行団体が決まってない場合には所管官庁を記載
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１．令和3年度補正・令和4年度省エネ補助金概要

補助金の活用ポイント 補助金名 所管官庁・執行団体

参照
ページ

以下の4つ事業を支援
・先進的省エネ機器の導入支援
・機器設計等が必要な省エネの実施支援
・従来設備と比較して優れた省エネ設備
への更新を支援
・エネマネ事業者の活用による効率的・
効果的な省エネ取組を支援

先進的省エネルギー投
資促進支援事業

資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネル
ギー部省エネルギー課

15P

大幅な省エネ実現と再エネの導入によ
り、年間の一次エネルギー消費量の収
支ゼロを目指したビルを支援

ネット・ゼロ・エネル
ギー・ビル（ZEB）実
証事業

資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネル
ギー部省エネルギー課

16P

省エネ設備の新規導入や、省エネ取組
のモデルケースとなり得る事業等に対
して利子補給を行う支援

省エネルギー設備投資
に係る利子補給金助成
事業費補助金

資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネル
ギー部省エネルギー課

17P

〈令和４年度省エネ補助金（１）〉
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補助金の活用ポイント 補助金名 所管官庁・執行団体
参照
ページ

業務用施設のZEB化・省
CO2化に資する高効率設
備等の導入を支援

建築物等の脱炭素化・レ
ジリエンス強化促進事業

環境省地球環境局地球
温暖化対策課
地球温暖化対策事業室

18P

省CO2高効率設備への更
新、電化・燃料転換を支
援

工場・事業場における先
導的な脱炭素化取組推進
事業

環境省地球環境局地球
温暖化対策課
市場メカニズム室

19P

PCB使用照明器具のLED照
明への交換事業のうち、
発生するPCB廃棄物の早
期処理による災害時の環
境汚染リスク低減、省エ
ネ化

中小企業等におけるPCB
使用照明器具のLED化に
よるCO2削減推進事業

環境省環境再生・資源
循環局
廃棄物規制課 20P

〈令和４年度省エネ補助金（２）〉
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補助金の活用ポイント 補助金名 所管官庁・執行団体
参照
ページ

物流施設における省エネ
型省人化機器及び再生可
能エネルギー設備等の同
時導入を支援

社会変革と物流脱炭素化
を同時実現する先進技術
導入促進事業⾃⽴型ゼロ
エネルギー倉庫モデル促
進事業

環境省地球環境局地
球温暖化対策課
低炭素物流推進室 21P

先進技術を利用した省エ
ネ型⾃然冷媒機器の導入

脱フロン・低炭素社会の
早期実現のための省エネ
型⾃然冷媒機器導入加速
化事業

環境省地球環境局地
球温暖化対策課
フロン対策室 22P

脱炭素機器のリース料低
減を通じてESGリースの
取組を促進し、サプライ
チェーン全体での脱炭素
化を支援

脱炭素社会の構築に向け
たESGリース促進事業

環境省大臣官房環境
経済課環境金融推進
室 23P

〈令和４年度省エネ補助金（３）〉
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《指定設備１》

高効率空調
業務用給湯器
高性能ボイラ
変圧器
低炭素工業炉
冷凍冷蔵設備
産業用モータ
調光制御設備※

《指定設備２》

工作機械
レーザー加工機
射出成形機
プレス機械
印刷機会
ダイカストマシン
高性能ボイラ
変圧器
低炭素工業炉
冷凍冷蔵設備
産業用モータ
調光制御設備※

《指定設備３》
高効率コージェネレーション
産業ヒートポンプ

【対象設備一覧】省エネルギー投資促進支援事業費補助金
（令和3年度補正予算額１００億円）

□補助対象者
全業種の法人及び個人事業主

□補助対象設備
対象設備一覧参照

□補助金額上限・下限
上限１０億円・下限３０万円

□補助率
指定設備の種別（性能区分）又は能力に基づく定額とし、
設備区分ごとに補助金額を算出

調光制御設備※例：人感・明るさセ
ンサー付調光制御設備等
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採択率を上げる鍵：中小企業・事業協同組合が特定の省エネ※受診すこと
特定の省エネ※省エネ最適化診断・地域プラットフォーム相談構築事業の診断・支援

2. 注目補助金１



2. 注目補助金２

グリーンリカバリーの実現に向けた中小企業等のCO2削減比例型設備導入支援事業
（令和3年度補正予算額３０億円）

□補助金額上限 5,000万円

□主な補助対象設備
空調機、給湯器、冷凍冷蔵設備、ボイラ、高機能換気設備、EMS
※LEDは補助対象にはならないが、他補助対象設備とセットで導入の場合は

co2削減量として計上は可能。

□補助上限額 5,000万円

□補助率
下記（A）（B）のいずれか低い額

（A）中小企業以外：年間CO2排出量 x 法定耐用年数× 5,000円
※中小企業等：年間CO2排出量 x 法定耐用年数× 7,700円

（B）総事業費の１／２

※中小企業等とは中小企業、省CO2型換気を導入する企業、グリーン冷媒
使用設備を導入する企業は、7,700円/tCO2

※環境省指定のCO2診断機関による有料診断が必要。
但し、中小企業には診断補助あり。 8

採択率を上げる鍵：CO₂削減量が多い案件に活用すること



補助のイメージ１ 中小企業等以外

CO₂削減量が多い場合には有利
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補助のイメージ２ 中小企業の場合

CO₂削減する機器の導入は中小企業は有利になる

補助額算定式
(A)(B)のいずれか低い額

(A) CO₂削減量6,160ｔ×7,700円＝47,432,000円
(B) 事業費8,740万円×１/２＝43,700,000円

事業費 8,740万

補助率 (B）が適応されて約50％
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令和3年度補正事業でも申請先や補助要綱が
まだ明らかになっていないので、
補助金の活用を検討する場合には情報収集が必要

【注目補助金情報サイト】
jGrantsで検索 環境省の脱炭素ポータル
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３．まとめ（補助金情報の集め方）



【参考資料】令和3年度補正事業（１）
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【参考資料】令和3年度補正事業（２）
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【参考資料】令和3年度補正事業（３）
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【参考資料】令和4年度事業（１）
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【参考資料】令和4年度事業（２）
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【参考資料】令和4年度事業（３）
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【参考資料】令和4年度事業（４）
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【参考資料】令和4年度事業（５）
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【参考資料】令和4年度事業（６）
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【参考資料】令和4年度事業（７）
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【参考資料】令和4年度事業（８）
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【参考資料】令和4年度事業（９）


